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家庭系一般廃棄物

☛ 一般廃棄物処理有料化の手引きでは

分別排出行動一般廃棄物の排出抑制及び再生利用の推進への効果や住民の受容性、

周辺市町村における料金水準などを考慮

■手数料の料金水準

（１）一般廃棄物の排出抑制や再生利用の推進への効果

（２）住民の受容性の考慮

（３）周辺市町村における手数料の料金水準の考慮

■家庭系廃棄物

一般廃棄物処理有料化の手引き（環境省）
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13714.38 14246.00 14195.00 13506.82 13728.46

4048.95 4139.05 3603.82
2657.65 3020.04

4651.39 4430.57 5276.16

3555.91 3102.03

０

５０００

1００００

1５０００

２００００

２５０００

Ｈ２９ Ｈ3０ Ｒ1 Ｒ２ Ｒ3

排出量

年度

ごみ排出量の推移

家庭系一般廃棄物 事業系一般廃棄物

１４.５％減

「令和４年度 廃棄物処理の概要」より

ごみ量は1４.５％減少し

横ばい傾向。

ただし、手数料の変更

（Ｒ２)だけではなく、焼却

施設の稼働(Ｒ２)に伴う

分別変更や社会経済活動

を要因とした影響にも留

意が必要。

現状のごみ処理手数料は

家庭系一般廃棄物

☛ 排出抑制効果について
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２９.3％

3４.９％
3５.６％

3４.９％ 3４.４％

31.９％

33.1％ 3２.８％

3５.２％

3２.８％

２０.０％

２２.０％

２４.０％

２６.０％

２８.０％

3０.０％

3２.０％

3４.０％

3６.０％

3８.０％

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ3０年度 Ｒ1年度 Ｒ２年度 Ｒ3年度

リサイクル率の推移

ｔ(トン)

恵庭市のリサイクル率は全道3５市で

２位（令和２年度実績）。

ごみ種別ごとの手数料の格差

「資源（無料）＜生ごみ＜可燃＜不燃」

による適正分別や再生利用の

促進への効果が発揮されている。

「令和４年度 廃棄物処理の概要」より

現状のごみ処理手数料は

家庭系一般廃棄物

☛ 再資源化の促進（資源回収率の向上）
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令和３年度 家庭ごみに関する意識調査結果報告書より

各区分で現行手数料に

「適当」「安い」と回答した

市民は約６割以上となっ

ている。

手数料を値上げすると「適

当」から「高い」と回答する

市民が増えることも想定

される。

現状のごみ処理手数料は

家庭系一般廃棄物

☛ 市民の受容性の考慮について
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市町村名

恵庭市 札幌市 江別市 石狩市 千歳市 北広島市

収集方式 戸別収集 ステーション収集 ステーション収集 戸別収集 ステーション収集 ステーション収集

家
庭
系

可燃(円/ℓ) 3 ２ ２ ２ ２
２

※３(Ｒ６.４.1～)

不燃(円/ℓ) ４ ２ ２ ２ ２
２

※３(Ｒ６.４.1～)

生ごみ(円/ℓ) ２ 分別無 分別無 分別無 分別無 ２

資源物(円/ℓ) 無料 無料 無料 無料
1（プラ容器包装）
４種資源物無料

無料

粗大ごみ(円) 1００～９００ ２００～1,８００ ２５０/５００/1,０００ ２００～1,3００ 3００
２００～1,０００
※1２０～1,２００
(Ｒ６.４.1～)

直搬可燃(円/1０ｋｇ) 受入不可
２００(清掃工場/破砕工場)

13０(ごみ資源化工場)
1５０ ８０ ６０

８０
※1２０(Ｒ６.４.1～)
※1５０（Ｒ７.４.1～)

直搬不燃(円/1０ｋｇ) ２31 ２００ 1５０ ８０ ６０
８０

※1２０(Ｒ６.４.1～)
※1５０（Ｒ７.４.1～)

恵庭市のごみ処理手

数料は近隣市と比較

して高い料金水準と

なっている。

現状のごみ処理手数料は

家庭系一般廃棄物

☛ 近隣市における手数料の料金水準の考慮について
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分別排出行動

一般廃棄物の排出抑制及び再生利用の推進への効果や住民の受容性、

周辺市町村における料金水準などを考慮

手数料の料金水準

事業系一般廃棄物

（１）処理原価相当の料金徴収

（２）地域における資源化施設等における料金水準の考慮

一般廃棄物処理有料化の手引き（環境省）

事業系廃棄物

☛ 一般廃棄物処理有料化の手引きでは
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分別排出行動

５０％５０％

燃やせるごみ

５８％

４２％

燃やせないごみ

事業系一般廃棄物（Ｒ３処理原価）

４９％５1％

生ごみ

現状のごみ処理手数料は

事業系廃棄物

☛ 処理原価からみる手数料負担割合

手数料
負担税負担

手数料
負担

税負担
手数料
負担

税負担

8

「一般廃棄物有料化の手引き」を参考に処理原価を算定
Ｒ3処理原価は資料3-3参照



分別排出行動

９3％

７％

燃やせるごみ

８６％

1４％

燃やせないごみ

産業廃棄物（Ｒ３処理原価）

現状のごみ処理手数料は

事業系廃棄物

☛ 処理原価からみる手数料負担割合

手数料
負担

税負担

手数料
負担

税負担

9

「一般廃棄物有料化の手引き」を参考に処理原価を算定
Ｒ3処理原価は資料3-3参照



分別排出行動

現状(Ｒ４～)の料金設定について
（事業系廃棄物排出者へのアンケート)

【事業系一般廃棄物】

約６割が適当と回答。手数料の値

上がりにより高いと回答する事業

者と逆転する可能性もある。

【産業廃棄物】

約５５％が適当と回答。手数料の

値上がりにより高いと回答する事

業者と逆転する可能性もある。

また、近隣の産業廃棄物処理業者

は市の手数料を参考に柔軟に料

金設定が可能であるため、比較対

象とすることが難しい。

現状のごみ処理手数料は

事業系廃棄物

☛ 事業者の受容性（経済性）の考慮について
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分別排出行動

市町村名

恵庭市 札幌市 江別市 石狩市 千歳市 北広島市

事
業
系

一廃可燃(円/1０ｋｇ) ２1７

２００ ２００

1２０

1８０

11８
※1７０(Ｒ６.４.1～)
※２４０(可燃)/
２８０(不燃)/
２００(埋立)
（Ｒ７.４.1～)

一廃不燃(円/1０ｋｇ) 3４3

一廃生ごみ(円/1０ｋｇ) ９3
８６

※11０(Ｒ６.４.1～)
※13０（Ｒ７.４.1～)

一廃資源物(円/1０ｋｇ) 11４ ９０
11８

※1７０(Ｒ６.４.1～)

産廃可燃(円/1０ｋｇ) ４００ ２０1.3 受入不可 受入不可 ２５1.４
２3７

※3５０(Ｒ６.４.1～)
※４1４（Ｒ７.４.1～)

産廃不燃(円/1０ｋｇ) ５０９
２００(廃石綿以外)
3６０(廃石綿)

受入不可 受入不可 ２５０
２3７

※3５０(Ｒ６.４.1～)
※４1４（Ｒ７.４.1～)

恵庭市のごみ処理手

数料は近隣市と比較

して高い料金水準と

なっている。

現状のごみ処理手数料は

事業系廃棄物

☛ 近隣市における手数料の料金水準の考慮について
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【H22年度有料化及びR2年度料金改定】

H22家庭ごみ有料化の対象ごみの範囲及び料金算定の基本的な考え方

（１）有料化の対象とするごみ
「燃やせるごみ・燃やせないごみ」、「燃やせるごみ・燃やせないごみ・資源ごみ」の２パターンを各自治
体の事例を参考に検証・試算を行った結果、「燃やせるごみ・燃やせないごみ」を対象範囲とした場合
の方が大きなごみ減量効果を上げており、また資源ごみについても適正分別が促進され大幅な増加
を示していることから、「燃やせるごみ・燃やせないごみ」を恵庭市の家庭ごみ有料化の対象ごみの範
囲とすることとなった。

（２）手数料算定の考え方
手数料は、一定の役務（サービス）に対する対価として徴収するものであり、その金額は役務（サービ
ス）の提供に要する経費とサービスの提供によって受ける利益を勘案して決定するべきとされており、
家庭ごみ有料化導入の多くの自治体の例を見ると、手数料設定のプロセスには様々な手法が取られ、
公式的なものがないのが当時の状況であった。

ごみの収集や処理・処分は、それを必要とする住民へのサービスの提供という側面と、市が行わなけ
ればならない義務という側面を併せ持っている。また、「役務（サービス）の提供によって受ける利益」
という観点から考えると、ごみの収集運搬・中間処理・最終処分については、どの部分が欠けていても
適正かつ円滑に行うことは難しく、管理経費や投資的経費はごみの収集・処理・処分するために付随す
る経費であることから全ての部分が一体となって行われるべきものであり、それぞれの経費について
は住民が直接的に関わる部分と間接的に関わる部分とがあるが、その一部分だけの負担を求めると
いうことなく、必要とする経費全体の一部について住民負担を求めていくことが適切であると考える。

（３）料金体系について
手数料の単価設定においては、今日の経済情勢などから市民にとって過度の負担とならないように
配慮する一方、手数料の設定が安価すぎて減量効果を喚起することに結びつかないことがないように、
また近隣自治体との料金設定の違いから区域外へのごみの流出や区域外からのごみの流入など不法
投棄を防ぐことも考慮する必要がある。
以上のことから、市民負担については恵庭市のごみ処理に関わる総経費の33％（1/3程度）、年間負担
額として5,655円/1世帯、月額負担額として471円/1世帯の負担をいただくことが適切であると考える。

Ｒ2ごみ焼却施設稼働に伴う料金体系の基本的な考え方

（1）ごみ処理手数料の算定方法について
ごみを多く排出する人ほど負担増となる現在の算定方式は、受益者負担の原則に則っており、かつ
ごみの減量意識が働きやすいことから今後も継続することとし、家庭ごみ処理手数料の算定方式につ
いては家庭ごみ処理経費の総額の１/３を算定経費とする。事業系ごみ処理手数料の算定方式につい
ても、それぞれのごみ処理経費のうち、事業系一般廃棄物は２/３を、産業廃棄物は３/３を算定経費と
することを継続する。

（２）ごみ処理手数料の算定経費とするごみ処理経費について
家庭系及び事業系ごみの処理手数料の算定元となるごみ処理経費について、従来はごみ袋の製造費
などの間接的経費も含めていたが、手数料が提供役務の対価であることと焼却施設稼働による経費
負担が増加することを踏まえ、ごみの収集や処分といった直接的経費のみに限定し、排出者の経費負
担軽減を図る。

（3）家庭ごみ処理手数料の料金体系について
一般家庭からごみ袋で排出されるごみは、従来は燃やせるごみ・生ごみ・燃やせないごみ・キケンごみ
全ての処理に係る経費と総ごみ量から同一の処理手数料を算定していたが、ごみ焼却施設稼働に伴い、
それぞれのごみ処理に要する経費に大幅な差が生じることから、ごみの種類毎に処理手数料を算定す
ることとする。
ごみ焼却施設稼働後は燃やせないごみが大幅に減少することから、ごみの処理手数料について、燃
やせるごみは燃やせないごみより低額になる見込であり、これによって一般家庭から排出される可燃
物・不燃物の混合廃棄物について市民が自主的に分離を行うなどの効果が期待できる。
粗大ごみは1個当たりのごみ処理手数料を算定していたが、今後は素材や大きさによって処理工程
が異なることから、品目を区分した数種類の処理手数料を算定する。
資源物は、収集経費が売払い収入を大幅に上回っているが、リサイクル促進の観点から、一般家庭か
ら排出される資源物については無料回収を継続する。

（４）事業系ごみ手数料の料金体系について
事業系ごみについては、事業系一般廃棄物と産業廃棄物を区分した２つの料金体系としていたが、ご
み焼却施設稼働後は家庭ごみ同様、ごみの種類毎に処理工程や経費に応じて処理手数料をそれぞれ
算定する。

（５）対象期間について
今回算定するごみ処理手数料は令和２年度から令和６年度までの５カ年とし、令和７年度以降のごみ
処理手数料は、ごみ焼却施設稼働後のごみ処理量の推移や実際に生じる処理経費などを基に、令和４
年度に改めて検証・算定を行うこととする。

令和２年度 ごみ処理手数料算定方法の考え方について
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令和２年度 ごみ処理手数料算定方法の考え方について

収集運搬部門

収集運搬費
（コールセンター含む）

埋立処理経費

ごみ処理場
維持管理費
整備事業費

産業廃棄物
処理事業費

焼却処理経費

焼却施設
維持管理費
整備事業費

生ごみ処理経費

生ごみ処理場
維持管理費
整備事業費

資源物処理経費

リサイクルセンター

維持管理費
整備事業費

ごみ袋製造費

流通費
（保管・配送）

ごみ袋販売店
取扱手数料

印刷製本費
（ごみ処理券・

収集カレンダー等）

循環型社会推進費

印刷製本費
（ごみ分別事典・
ごみ減量大作戦）

資源回収団体奨励金

環境美化推進費

役務費

需用費

使用料及び賃借料

中間処理部門 最終処分部門 管理部門

職員人件費

収集運搬経費

「一般廃棄物会計基準」の考え方を参考に作成

産業廃棄物
処理事業費
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収集運搬部門

収集運搬費
（コールセンター含む）

埋立処理経費

ごみ処理場
維持管理費
整備事業費

産業廃棄物
処理事業費

焼却処理経費

焼却施設
維持管理費
整備事業費

生ごみ処理経費

生ごみ処理場
維持管理費
整備事業費

資源物処理経費

リサイクルセンター

維持管理費
整備事業費

ごみ袋製造費

流通費
（保管・配送）

ごみ袋販売店
取扱手数料

印刷製本費
（ごみ処理券・

収集カレンダー等）

循環型社会推進費

印刷製本費
（ごみ分別事典・
ごみ減量大作戦）

資源回収団体奨励金

環境美化推進費

役務費

需用費

使用料及び賃借料

中間処理部門 最終処分部門 管理部門

職員人件費

収集運搬経費

産業廃棄物
処理事業費直接的経費（Ｒ２手数料に算入）

令和２年度 ごみ処理手数料算定方法の考え方について

14



令和２年度 ごみ処理手数料算定方法の考え方について

収集経費

埋立処理経費

焼却処理経費

生ごみ処理経費

資源物処理経費

１/３
家庭系一般廃棄物
（市民負担割合）

種
類
別
の
ご
み
排
出
量

２/３
事業系一般廃棄物
（事業者負担割合）

３/３
産業廃棄物

（事業者負担割合）

令和２年度ごみ処理手数料改定時は、焼却施設稼働による経費増が見込まれるため、間接的経費を除く直接的経費にそれぞれ

軽減措置（負担割合）を講じて算定単価を算出した。
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令和２年度手数料改定の際の試算方法は表１の予測経費を家庭系（表２）と事業系（表３）に処理量（見通し）に基づき案分。

家庭系は２/3軽減、事業系一般廃棄物は1/3軽減した経費を処理量（見通し）にて割り返して算定単価を算出。

（表１） 単位：千円 （表２）

予測経費 総経費 ２/3軽減 処理量 処理原価
容量換算
６ｋｇ/４０ℓ

Ｒ２～Ｒ６ （千円） （千円） （ｔ） （円/ｋｇ） （円/４０ℓ）

収集運搬 収集運搬費 3６８,５1４ 可燃 3８７,3２1 1２９,1０７ ６,33５ ２０.3８ 1２２.２８ 3.０６円/ℓ 3円/ℓ

生ごみ処理施設運営管理費 3６,８７０ 不燃 ４４,５４1 1４,８４７ ５５６ ２６.７０ 1６０.２２ ４.０1円/ℓ ４円/ℓ

施設整備費（生ごみ） 1５,０６０ 生 1０４,４3５ 3４,８1２ ２,４５５ 1４.1８ ８５.０８ ２.13円/ℓ ２円/ℓ

焼却施設管理運営事業費 3２５,４００ 資源物（参考） 1２５,９０７ ４1,９６９ ２,７８６ 1５.０６ ９０.3９ ２.２６円/ℓ ０円/ℓ

施設整備費（焼却） 1５０,1０3 粗大 1００円～９００円

リサイクルセンター運営管理費 ９1,４２６ 可燃粗大・直搬 3７,４７９ 1２,４９3 ９７４ 1２８.3円/1０ｋｇ

施設整備費（リサイクル） ６,５９５ 不燃粗大・直搬 ７０,1０９ ２3,3７０ 1,００９ ２31.６円/1０ｋｇ ２31円/1０ｋｇ

ごみ処理場運営管理費 13４,４1８ 合計 ７６９,７９２ ２５６,５９８ 1４,11５

施設整備費（ごみ処理場） ５０,９２1 （表3）

総務管理費 ０ 総経費 1/3軽減（一廃） 処理量

循環型社会推進費 ０ （千円） （千円） （ｔ）

環境美化推進費 ０ 事業系可燃 ７９,４７1 ５２,９８1 ２,４3６ ２1７.４９円/1０ｋｇ ２1７円/1０ｋｇ

減価償却費（廃棄物管理課） ０ 事業系不燃 ４８,４９８ 3２,33２ ９４０ 3４3.９６円/1０ｋｇ 3４3円/1０ｋｇ

人件費（廃棄物管理課） ０ 事業系生 1７,５０２ 11,６６８ 1,２４８ ９3.４９円/1０ｋｇ ９3円/1０ｋｇ

消化ガス売却収入 -２０,０００ 事業系資源 ２,６００ 1,７33 1５２ 11４.０1円/1０ｋｇ 11４円/1０ｋｇ

有価物売払収入 -４７,７６２ 産廃可燃 13７,５８５ 13７,５８５ 3,７７1 3６４.８５円/1０ｋｇ ４００円/1０ｋｇ

1,111,５４５ 産廃不燃 ５６,０９６ ５６,０９６ 1,２11 ４６3.２２円/1０ｋｇ ５０９円/1０ｋｇ

２3,８７3 合計 3４1,７５２ ２９２,3９５ ９,７５８

４７ ※現行手数料の産廃可燃・不燃は税込　　　③　１ｋｇ当たりの処理原価（円/ｋｇ）　①/②

現行手数料

経常
費用

処理
原価

中間処理

最終処分

管理
費用

管理

事業系 算定単価 現行手数料

収入

　　　①　処理原価の合計金額（千円）

　　　②　処理量（ｔ） 

費用種別 部門 費目 家庭系 算定単価

残渣（生ごみ・資源・し渣）、焼却灰、ボランティア袋含まず。

令和２年度 ごみ処理手数料算定方法の検証について
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令和２年度手数料改定時

予測経費及び処理量見通しから算出する

処理原価は４７円/ｋｇ

令和２～３年度実績から算出する

処理原価は６１円/ｋｇ

⇒1４円/ｋｇの乖離が生じている

乖離の主な要因として

ア．焼却施設稼働前の積算であったこと

イ．焼却施設稼働に伴うごみ処理場運営管理

費の削減見込額が大きかったこと

ウ．処理量の見通しと実績に乖離が生じてい

ること

【令和２年度手数料改定時の処理原価見込と実績対比】

（表４） 単位：千円

予測経費 実績

Ｒ２～Ｒ６ Ｒ２～Ｒ3

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

収集運搬 収集運搬費 3６８,５1４ 3６８,２７９ +２3５

生ごみ処理施設運営管理費 3６,８７０ 3９,８９９ -3,０２９

施設整備費（生ごみ） 1５,０６０ 1４,７４６ 31４

焼却施設管理運営事業費 3２５,４００ 3６８,２２3 -４２,８２3

施設整備費（焼却） 1５０,1０3 1４５,８3９ +４,２６４

リサイクルセンター運営管理費 ９1,４２６ ８５,２４９ +６,1７７

施設整備費（リサイクル） ６,５９５ ６,８1０ -２1５

ごみ処理場運営管理費 13４,４1８ 1８５,０７４ -５０,６５６

施設整備費（ごみ処理場） ５０,９２1 ５０,０６８ +８５3

総務管理費 ０ ０ ０

循環型社会推進費 ０ ０ ０

環境美化推進費 ０ ０ ０

減価償却費（廃棄物管理課） ０ ０ ０

人件費（廃棄物管理課） ０ ０ ０

消化ガス売却収入 -２０,０００ -3７,２31 +1７,２31

有価物売払収入 -４７,７６２ -２９,６８７ -1８,０７５

1,111,５４５ 1,1９７,２６９ -８５,７２４

２3,８７3 1９,６９６ +４,1７７

４７ ６1 -1４

差

経常
費用

処理
原価

中間処理

最終処分

管理
費用

管理

収入

　　　①　処理原価の合計金額（千円）

　　　②　処理量（ｔ）

　　　③　１ｋｇ当たりの処理原価（円/ｋｇ）　①/②

費用種別 部門 費目

ア

イ

ウ

令和２年度 ごみ処理手数料算定方法の検証について
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令和２～３年度の平均実績から令和２年度手数料改定時と同様に軽減措置（負担割合）を講じて算定単価を算出。

算定単価と現行手数料では乖離が生じている。

（表５） 単位：千円 （表６）

Ｒ２～Ｒ3 総経費 ２/3軽減 処理量 処理原価
容量換算
６ｋｇ/４０ℓ

平均実績 （千円） （千円） （ｔ） （円/ｋｇ） （円/４０ℓ）

収集運搬 収集運搬費 3６８,２７９ 可燃 ５０４,1６７ 1６８,０５６ ７,９７1 ２1.０８ 1２６.５０ 3.1６円/ℓ 3円/ℓ

生ごみ処理施設運営管理費 3９,８９９ 不燃 ８０,3５８ ２６,７８６ ４６3 ５７.８５ 3４７.1２ ８.６８円/ℓ ４円/ℓ

施設整備費（生ごみ） 1４,７４６ 生 ９４,９６９ 31,６５６ ２,1８1 1４.５1 ８７.０９ ２.1８円/ℓ ２円/ℓ

焼却施設管理運営事業費 3６８,２２3 資源物（参考） 1２４,９６1 ４1,６５４ ２,3０７ 1８.０６ 1０８.33 ２.７1円/ℓ ０円/ℓ

施設整備費（焼却） 1４５,８3９ 粗大 1００円～９００円

リサイクルセンター運営管理費 ８５,２４９ 可燃粗大・直搬 1０,31０ 3,４3７ 1６3 ２1０.８６円/1０ｋｇ -

施設整備費（リサイクル） ６,８1０ 不燃粗大・直搬 ８1,９２４ ２７,3０８ ５3２ ５13.31円/1０ｋｇ ２31円/1０ｋｇ

ごみ処理場運営管理費 1８５,０７４ 合計 ８９６,６８９ ２９８,８９７ 13,６1７

施設整備費（ごみ処理場） ５０,０６８ （表７）

総務管理費 ０ 総経費 1/3軽減（一廃） 処理量

循環型社会推進費 ０ （千円） （千円） （ｔ）

環境美化推進費 ０ 事業系可燃 ４２,９０５ ２８,６０3 1,２1４ ２3５.６1円/1０ｋｇ ２1７円/1０ｋｇ

減価償却費（廃棄物管理課） ０ 事業系不燃 1７,９1５ 11,９４3 1２3 ９７０.９８円/1０ｋｇ 3４3円/1０ｋｇ

人件費（廃棄物管理課） ０ 事業系生 ２０,５４５ 13,６９７ 1,31４ 1０４.２４円/1０ｋｇ ９3円/1０ｋｇ

消化ガス売却収入 -3７,２31 事業系資源 ４５６ 3０４ 1７ 1７８.８２円/1０ｋｇ 11４円/1０ｋｇ

有価物売払収入 -２９,６８７ 産廃可燃 1４６,４５７ 1４６,４５７ ２,０２０ ７２５.０3円/1０ｋｇ ４００円/1０ｋｇ

1,1９７,２６９ 産廃不燃 ７２,3０４ ７２,3０４ 1,3０５ ５５４.０５円/1０ｋｇ ５０９円/1０ｋｇ

1９,６９６ 合計 3００,５８２ ２７3,3０８ ５,９９3

６1 ※現行手数料の産廃可燃・不燃は税込

収入

　　　①　処理原価の合計金額（千円）

　　　②　処理量（ｔ）

　　　③　１ｋｇ当たりの処理原価（円/ｋｇ）　①/②

経常
費用

処理
原価

中間処理

最終処分

管理
費用

管理

費用種別 部門 費目 家庭系 算定単価 現行手数料

事業系 算定単価 現行手数料

残渣（生ごみ・資源・し渣）、焼却灰、ボランティア袋含まず。

令和２年度 ごみ処理手数料算定方法の検証について
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１．令和２年度ごみ処理手数料の算定方法で令和２～３年度平均経費に軽減措置（負担割合）を講じて算定単価を試算した

ところ現行手数料とは乖離がみられる。

２．令和２年度ごみ処理手数料の算定となる収集運搬費の配分方法（①～③）は実態とは異なっており、実態に基づき費用

配分を見直すとごみ種別（家庭系一般廃棄物）の算定単価と現行手数料は更に乖離が生じると見込まれる。

① ごみ種別の処理量で経費案分していること

② 現状、受入を実施していない可燃直搬にも経費案分していること

③ 粗大ごみにも経費案分されているが、実態では不燃日収集からコールセンター方式に収集方法が変更していること

３．ごみ処理量の見通しと実績に差異があり、処理経費÷処理量での算定において処理量が大きくなると処理原価は下が

るため、令和２～３年度平均実績から算出する処理原価と乖離が生じる大きな要因となっている。

特にごみ減量施策を進めていく中では、処理経費の増嵩を抑えたとしても処理原価は上昇していくことが見込まれる。

令和２年度ごみ処理手数料の算定方法は処理経費（直接的経費のみ）×軽減措置（負担割合を家庭系1/3、事業系一廃

２/3、産廃3/3）÷処理量から算定単価を算出したが、実態と乖離が生じており、ごみ種別ごとの差異の大小も異なっ

ている。

ごみ種別の処理経費に一律の軽減措置（負担割合）を講じて算定単価を算出する方法は実態には即していない状況で

ある。

検証結果

令和２年度 ごみ処理手数料算定方法の検証について
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Ｈ２２有料化当初
（Ｈ２０）

Ｒ２焼却施設稼働時改定
（焼却施設稼働前のＨ3０）

直接経費のみ
（市民負担を減らすため
間接経費除く）

経費

ごみ量
一般廃棄物処理基本計画
（1０年間推計）

一般廃棄物処理基本計画
（1０年間推計）

手数料
設 定

負担
割合

Ｒ７の考え方（素案）

原価計算方式
（間接経費含む）
（1０年間推計）

実態にあわせ変更
一般廃棄物処理基本計画
（1０年間推計）

これまでの負担割合を
踏襲しつつ検討

市 民
事業者
産 廃

1/3負担
２/3負担
3/3負担

変
更

原価計算方式
（間接経費含む)
（1０年間推計）

可燃・不燃の手数料差なし
可燃＝不燃

市 民
事業者
産 廃

可燃・不燃・生の手数料差あり
生ごみ＜可燃＜不燃

1/3負担
２/3負担
3/3負担

変
更

変
更

可燃・不燃・生の手数料差あり
生ごみ＜可燃＜不燃

Ｈ２４～生ごみ＝可燃＝不燃

令和７年度 ごみ処理手数料算定方法の考え方（素案）について

変
更
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